
１ Ｒ４芽室町議会活性化計画主要事業（評価案） 

｢分かりやすい議会、開かれた議会、行動する議会｣を目指して 

主要２項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１ 町民意見を基軸とした議会政策形成サイクルの作動 評価● 

(議会基本条例 第２条（４）、第３条(２)、第８条(１・５)、第 12 条、第 16 条) 

   →町民意見を起点とした政策形成サイクルの定着 

２ 町民ニーズに的確な議会権能の発揮        評価● 

  (議会基本条例 第２条(２)、第３条(２)、第８条、第１１条(１)、） 

 →事態・事象に即した住民視点で調査・審査機能の発揮 



 

 

②改善・新規活性化３事項 

項  目  内  容 達成時期 評価 

■新規事項 区分    

１．外部評価による活動事業の

集中と選択 
新規 

事業の成果分析による廃止、継続、修正、拡充・充実
の精査 

R５年 ３月 評価Ｃ 

２．自己評価の位置付け、手法、

制度の点検 
新規 

事業評価、外部評価との区分及び自己評価の目的
と成果の検証 

R５年 ３月 

 
評価Ｃ 

３.議員間討議による活性化２事

項の点検 
新規 

全議員による現状、課題、解決策の整理、検証、実
行 

R５年 ３月 

 
評価Ｂ 

 

  

A＝おおむね達成した 
B＝達成しているが改善余地あり 
C＝達成していない 
D＝取り組んでいない 
 



 

  

 

［取組内容］ 

・事業の成果分析による廃止、継続、修正、拡充、

充実の精査 

[R4の取り組み] 

・高校との連携事業（白樺包括連携協定事業・芽高

意見交換会）を外部評価対象事業に定めた。 

・個別事業の目的（目標）を事前に掲げ、事業終了

後に事業評価する手法を試行した。 

・北大公共政策大学院（HOPS）の研究成果である「PDM

シート」を活用すると共に、HOPSのインターン生

を講師に議員研修を行い研さんを積んだ。 

［工程詳細］ 

項 目 
Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 

備考 
前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 

外部評価（試行）実施          

事業の成果分析          

          

          

  

【現状】 

○議会活動の成果を評価するしくみがない 

○参考：平成３１年度議会改革諮問会議答申 

「住民からみえる「議会活動の評価」に関する

答申事項」 

【目指す姿（目標）】 

●事業の最適化と町民満足度の両立 

 

施策（事業）名：Ｒ４活性化策１／外部評価による活動事業の集中と選択 

【課題・政策】 

 議会活動をより的確・効果的に実施するためのしくみを確立する 

 

進捗工程表 所管委員会：議会運営委員会 達成時期：R5年 3月 



［Ｒ元年度評価］⇒ R4新規 

進捗状況  

達成評価 Ａ目標達成 Ｂ概ね達成 Ｃ未達成 Ｄ未着手 進行管理 完了 継続 見直し 取止め・廃止 その他 

備考  

［Ｒ２年度評価］⇒ R4新規 

進捗状況  

達成評価 Ａ目標達成 Ｂ概ね達成 Ｃ未達成 Ｄ未着手 進行管理 完了 継続 見直し 取止め・廃止 その他 

備考  

［Ｒ３年度評価］R4新規 

進捗状況  

達成評価 Ａ目標達成 Ｂ概ね達成 Ｃ未達成 Ｄ未着手 進行管理 完了 継続 見直し 取止め・廃止 その他 

備考  

［Ｒ４年度評価］ 外部評価による活動事業の集中と選択 未達成：継続 

進捗状況 評価事業を議会内で選定し、北大公共政策大学院（HOPS）の研究成果（ＰＤＭシート）を活用して目標設定と成果を整理した。 

達成評価 Ａ目標達成 Ｂ概ね達成 Ｃ未達成 Ｄ未着手 進行管理 完了 継続 見直し 取止め・廃止 その他 

備考 年度初めに議会内で共通認識を図り対象事業を選定した。また、北大の研究成果（ＰＤＭシート）により事業前に目標を設定し、成果

の整理をしたが、議運内における事業後の検証結果では、目標設定のあり方や手法の妥当性など課題が浮き彫りになった。次年度に向

けては、目的と手法について、議会全体（全議員）が共通認識を図るために、早い時期に議員研修を実施するなど、継続事業とする。 



 

［取組内容］ 

・事業評価、外部評価との区分および自己評価の目

的と成果の検証 

[R4の取り組み] 

・施策（事業）の手法は、北大公共政策大学院（HOPS）

の研究事業による提言を基に取り組む共通認識を

図った（6.1全員協議会）。 

・HOPSインターン生を講師に議員研修を開催し研究

成果の共通認識を図った（11.24） 

・HOPSによる「自己評価の考察」を議会内で共有し

た(1.27全員協議会)。 

［工程詳細］ 

項 目 
Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 

備考 
前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 

自己評価の検証          

          

          

          

          

  

【現状】 

○「議会の評価」が自己評価にとどまっている。 

○参考：平成３１年度議会改革諮問会議答申 

「住民からみえる「議会活動の評価」に関する

答申事項」 

 

【目指す姿（目標）】 

●議会活動が町民の福祉向上につながる 

 

 

施策（事業）名：Ｒ４活性化策２／自己評価の位置付け、手法、制度の点検 

【課題・政策】 

 議会活動が町民の福祉向上につながる手法を明確にする 

進捗工程表 所管委員会：議会運営委員会 達成時期：R5年 3月 



［Ｒ元年度評価］⇒ R3新規 

進捗状況  

達成評価 Ａ目標達成 Ｂ概ね達成 Ｃ未達成 Ｄ未着手 進行管理 完了 継続 見直し 取止め・廃止 その他 

備考  

［Ｒ２年度評価］⇒ R3新規 

進捗状況  

達成評価 Ａ目標達成 Ｂ概ね達成 Ｃ未達成 Ｄ未着手 進行管理 完了 継続 見直し 取止め・廃止 その他 

備考  

［Ｒ３年度評価］ 

進捗状況  

達成評価 Ａ目標達成 Ｂ概ね達成 Ｃ未達成 Ｄ未着手 進行管理 完了 継続 見直し 取止め・廃止 その他 

備考  

［Ｒ４年度評価］自己評価の位置付け、手法、制度の点検 未達成：継続 

進捗状況 北大公共政策大学院（HOPS）の研究事業による提言を基に取り組むことの共通認識を図り、現状と課題を共有した。 

達成評価 Ａ目標達成 Ｂ概ね達成 Ｃ未達成 Ｄ未着手 進行管理 完了 継続 見直し 取止め・廃止 その他 

備考 令和４年度の自己評価の手法は、基本的に例年同様とした（２月末集約・３月上旬公表） 

  



 

［取組内容］ 

・全議員による現状、課題、解決策の整理、検証、実行 

[R4の取り組み] 

・活性化２事項（外部評価・自己評価）の点検につ

いては、北大公共政策大学院（HOPS）の研究事業

による提言を基に取り組む共通認識を図ったた

め、議員間討議は実施しなかった。 

・物価高騰対策（合同委員会調査事項）について、

議員研修（10.5）の成果を実践し、議員がファシ

リテーターとなり議員間討議を実施した（２回）。 

・議員間討議の結果を政策提言として首長に手交し

た（12.21） 

［工程詳細］ 

項 目 
Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 

備考 
前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 

外部評価について          

自己評価について          

          

          

          

  

【現状】 

○議員間討議の精度向上 

○参考：平成３１年度議会改革諮問会議答申 

「住民からみえる「議会活動の評価」に関する

答申事項」 

 

【目指す姿（目標）】 

●議員間での討議を行うことにより論点を明確

にし、議論を深める 

 

施策（事業）名：Ｒ４活性化策３／議員間討議による活性化２事項の点検 

【課題・政策】 

 いつ、どのような議論を行ってきたのか、項目ごとに経過を明確にする。 

進捗工程表 所管委員会：議会運営委員会 達成時期：R5年 3月 



［Ｒ元年度評価］⇒ R3新規 

進捗状況  

達成評価 Ａ目標達成 Ｂ概ね達成 Ｃ未達成 Ｄ未着手 進行管理 完了 継続 見直し 取止め・廃止 その他 

備考  

［Ｒ２年度評価］⇒ R3新規 

進捗状況  

達成評価 Ａ目標達成 Ｂ概ね達成 Ｃ未達成 Ｄ未着手 進行管理 完了 継続 見直し 取止め・廃止 その他 

備考  

［Ｒ３年度評価］ 

進捗状況  

達成評価 Ａ目標達成 Ｂ概ね達成 Ｃ未達成 Ｄ未着手 進行管理 完了 継続 見直し 取止め・廃止 その他 

備考  

［Ｒ４年度評価］議員間討議による活性化２事項の点検 未達成：継続 

進捗状況 年度当初の事業（施策）内容を変更したが、議員間討議を実施し一定の目標を達成した。 

達成評価 Ａ目標達成 Ｂ概ね達成 Ｃ未達成 Ｄ未着手 進行管理 完了 継続 見直し 取止め・廃止 その他 

備考 議員研修により全議員が「議員間討議～対話する議会・議員」の意義と効果を学び、その成果を生かして、議員自らがファシリテータ

ーとなり議員間討議を実践した。この実践にあたっては、合同委員会の調査事項である「物価高騰に係る今後の支援策」をテーマに、

議運、全協、合同委員会の役割に応じて協議・討議を重ね、その結果、両常任委員会から町に対する政策提言となった。 

 


